排出削減事業計画の簡易チェック申請書

■お問い合わせ先・簡易チェック申請書提出先
排出量取引の国内統合市場の試行的実施及び

国内クレジット制度普及セミナー事務局
担当：向井、小西、吉田
TEL：03-3581-9060
FAX：03-3581-9062
排出削減事業計画の簡易チェックサービスのご案内

※本サービスは東京会場（11月17日）、大阪会場（11月19日）のみで実施いたします
１．排出削減事業計画の簡易チェックサービスの目的

国内クレジット制度においては、当該制度を利用しようとする排出削減プロジェクトが、「国内クレジット制度運営規則」の第4章第2節に定める排出削減事業の「要件」を満たしていることが求められます。
本簡易チェックサービスでは、排出削減プロジェクトがこの要件を満たし、①国内クレジット制度を利用できる排出削減事業であるか否かを確認し、②制度の利用に向けて助言を行う、ことを目的としています。
２．排出削減事業計画の簡易チェックサービスの内容

本簡易チェックサービスにおいては、以下の要件を満たすことのできる排出削減事業であるかを確認し、国内クレジット制度の利用に向けて助言を行います。
（１）日本国内で実施されること。

（２）追加性を有すること。

（３）自主行動計画に参加していない者により行われること。

（４）承認排出削減方法論（p.11、6.1を参照）に基づいて実施されること。

３．排出削減事業計画の簡易チェックサービスを受けるための事前準備
　本簡易チェックサービスを受けるには、以下の準備が必要となります。
（１）国内クレジット制度の関連規則等（運営規則、承認削減事業方法論、各種申請様式等）を十分に理解しておくこと。
（２）排出削減事業計画書（p.2以降）のうち、本簡易チェックサービスを受けるために記入が必要な所定の項目について記載を行い、会場で提出する。(簡易チェック担当者へ提出用に1部コピーをご準備ください。)
※記載方法については、別途、経済産業省ウェブサイトに紹介しております。下記ウェブサイト内の「中小企業等CO2排出削減検討会（第12回）－配付資料」をご参照ください。

「資料2－5　排出削減事業計画記入例」

URL：http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g80908bj.htmlなお、排出削減事業計画書への所定の箇所への記入が困難な場合は、簡易チェック申請書（簡易版）でのご提出も受け付けております。

４．排出削減事業計画の簡易チェックサービスの進め方
　　　　（１）簡易チェック用に所定の項目に記入済みの排出削減事業計画書を1部審査員に提出ください。（上記3．（2）の所定の情報が得られなければ判断がつきませんので、必ず記入をお願いします。）
（２）会場では、1件当たり15-20分を目途に簡易チェックを行います。
５．東京、大阪会場以外での簡易チェックサービスの受付
　簡易チェックサービスは、メール、ファックスでのご提出も受け付けております。記入済みの簡易チェック申請書を下記までお送りください。結果は追ってご連絡いたします。

■簡易チェック申請書提出先

国内クレジット制度普及セミナー事務局

簡易チェック担当：向井、小西、吉田

MAIL：kokunai-credit@togou.jp
FAX：03-3581-9062
	排出削減事業　　　　

計画

	排出削減事業の名称：



	

	

	
[image: image1]


注：青字部分は、簡易チェックを受けるにあたり必須記入項目です。その他の項目についても記入できるものがあれば、記入をお願いします。

提出日：　　　　年　　月　　日
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1 排出削減事業者の情報

	排出削減事業者

	会社名
	

	代表者氏名
	

	役職
	

	排出削減事業者の自主行動計画への参加の有無
	□参加している　□参加していない

	排出削減事業者の省エネ法報告対象
	□対象である　□一種　□二種　　□対象でない

	排出削減事業を実施する事業所　（複数の事業所で実施する場合、行を挿入し全事業所を記載すること）

	事業所名
	

	住所
	

	電話番号
	

	排出削減事業担当者

	担当者氏名
	

	部署･役職名
	

	E-mail
	

	電話番号
	
	Fax番号
	

	住所
	

	排出削減事業共同実施者（国内クレジット保有予定者）（複数の排出削減事業共同実施者がいる場合、行を挿入し全ての共同実施者を記載すること）

	排出削減事業

共同実施者名
	

	担当者氏名
	

	部署･役職名
	

	E-mail
	

	電話番号
	
	Fax番号
	

	住所
	

	排出削減事業共同実施者の役割
	

	国内クレジットの使用用途
	□自主行動計画の目標達成に使用する。

□自主行動計画の目標達成に使用しない。

	その他関連事業者（注）（複数の関連事業者がいる場合、行を挿入し全ての関連事業者を記載すること）

	関連事業者名
	

	担当者氏名
	

	部署･役職名
	

	E-mail
	

	電話番号
	
	Fax番号
	

	住所
	

	関連事業者名の役割
	



（注）その他関連事業者とは、排出削減事業共同実施者とは別に、排出削減に寄与する設備機器の生産・販売者、国内クレジットの創出コストの低減を図る事業の集約を行う者等をいう。
2 排出削減事業概要

2.1 排出削減事業の名称

2.2 排出削減事業の目的

2.3 温室効果ガス排出量の削減方法

(備考)排出削減事業に関わる設備について記入する。

例）高効率設備への更新

注）設備更新の場合は、次の様式に従って、排出削減事業に関わる設備について記載のこと。

（排出削減事業実施前の設備概要）

（排出削減事業実施後の設備概要）
2.4 排出削減事業に関わる設備（詳細）

（排出削減事業実施前の設備）

	設備名称（メーカー・型番）
	

	設備導入時期
	

	法定耐用年数
	

	直近の法定検査受審日
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	設備導入時期
	

	法定耐用年数
	

	直近の法定検査受審日
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	設備導入時期
	

	法定耐用年数
	

	直近の法定検査受審日
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	設備導入時期
	

	法定耐用年数
	

	直近の法定検査受審日
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	設備導入時期
	

	法定耐用年数
	

	直近の法定検査受審日
	

	設備の利用効率
	


（排出削減事業場所の画像）

（排出削減事業実施後の設備）

	設備名称（メーカー・型番）
	

	法定耐用年数
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	法定耐用年数
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	法定耐用年数
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	法定耐用年数
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	法定耐用年数
	

	設備の利用効率
	


(備考)設備導入又は更新以外の手法・技術等による排出削減方法について記入する。

例）間欠運転の実施

注）間欠運転を実施する場合は、当該方式の導入に関わる設備、運転体制について記載のこと。

3 排出削減量の計画
	年
	ベースライン排出量(tCO2/年)
	事業実施後排出量(tCO2/年)
	排出削減量(tCO2/年)

	2008年度
	
	
	

	2009年度
	
	
	

	2010年度
	
	
	

	2011年度
	
	
	

	2012年度
	
	
	

	合計
	
	
	


4 国内クレジット認証期間

開始予定日
年 月 日

終了予定日
年 月 日
注1）事業開始日は、排出削減事業において、導入や更新をする設備や施設の設置工事や稼働試験が終了し、本格稼働を予定している時期を記載すること。

注2）開始予定日は、建設着工日もしくは事業に関連する設備発注日のいずれか早い日とすること。

注3）終了予定日は、最大で2013年3月31日までとすること。

5 活動量・原単位
適用する排出削減方法論について、活動量を用いている場合に記載する。

5.1 活動量・原単位
	対象
	活動量
	原単位

	
	
	

	
	
	


5.2 活動量の採用根拠
6 温室効果ガス排出削減量の算定

6.1 排出削減事業に適用する排出削減方法論

（簡易チェック用解説：国内クレジット制度を利用するためには、国内クレジット認証委員会により承認を得た排出削減方法論を使用して排出削減事業による温室効果ガス排出削減量を算定しなければなりません。国内クレジット認証委員会により承認を得ている排出削減方法論は、別途、経済産業省ウェブサイトに紹介しております。下記ウェブサイト内の「国内クレジット制度の運営規則等」21～54ページをご参照ください。

「排出量取引の国内統合市場の試行的実施及び国内クレジット制度の募集開始について」

URL：http://www.meti.go.jp/press/20081022001/20081022001.html
各方法論においては、前半に「適用条件」が記載されておりますので、適用条件に合致しているか否かを必ずご確認ください。利用可能な承認済みの排出削減方法論がまだ存在しない場合は、別途、新規方法論として申請事業者が国内クレジット認証委員会へ申請を行う必要があります。申請方法等の具体的な手続きは、今後、明確になる予定ですので、その際に別途ご案内いたします。）

	方法論番号
	方法論名称

	
	


（複数の方法論を採用する場合、必要に応じて欄を設け記載すること）

6.2 選択した方法論がこの排出削減事業に適用できる理由

注）申請の排出削減事業が、方法論の適用条件に合致していることを説明すること。

6.3 事業の範囲（バウンダリー）

注）設備については、申請者の有する設備を個別具体的に記載すること。

6.4 ベースライン排出量の算定
注）排出削減方法論3.(1)のベースライン排出量の考え方を記載するとともに、(2)ベースラインエネルギー使用量及び(3)ベースライン排出量を算出すること。
6.5 リーケージ排出量の算定

注）排出削減方法論4.に定める算定式に従い、リーケージ排出量を算出すること。

6.6 事業実施後排出量の算定

注）排出削減方法論5.に定める算定式に従い、事業実施後排出量を算出すること。

6.7 温室効果ガス排出削減量の算定

注）排出削減方法論6.に定める算定式に従い、温室効果ガス排出削減量を算出すること。

6.8 追加性に関する情報

6.8.1　基本的情報

	排出削減事業の実施は、法的な要請に基づくものか？
	□はい　□いいえ

	設備更新を行わなかった場合、既存設備は継続して利用できるか？
	□利用できる

□利用できない


注）ここでいう「法的な要請」とは、法令等の規定に基づき、設備更新等を行った結果、排出量が削減される場合における、当該法律を指す。

6.8.2　補助金に関する情報

	補助金支給主体
	補助金額（千円）
	補助内容

	
	
	

	
	
	


注）国や自治体等から交付される補助金のうち、交付の対象が排出量削減事業における設備投資の場合について記載すること。

6.8.3　投資回収に関する情報

　（網掛け部の金額のみ記載のこと）


[image: image2.emf]設備 （単位:万円）

a設備投資額 0

b補助金額 0

c純投資額 0

既存設備のランニングコスト

d過去1年間のエネルギーコスト 0

e過去1年間のランニングコスト 0

f既存設備のランニングコスト総額 0

更新後設備のランニングコスト

gプロジェクト実施後のエネルギーコスト 0

hプロジェクト実施後のランニングコスト 0

iプロジェクト実施後に発生するコスト 0

投資回収年数


6.8.4　その他の障壁に関する情報

7 モニタリング方法の詳細
7.1 モニタリング対象
	項目
	定義
	単位
	排出削減量算定時に使用した値
	モニタリング方法

	記録

頻度
	データ記録方法　　（電子媒体・紙媒体）
	データ

保管

期限
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


[image: image3.emf] 
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7.2 モニタリング対象のQA/QC

	項目
	QA/QC手順

	
	· 

	
	· 

	
	· 

	
	· 

	
	· 

	
	· 


注1）データの保管期限は、排出削減事業の終了予定日を下ることはできない。

注2）データ保管方法については、管理担当者及びその具体的保管方法について記載する。

[image: image4.emf] 
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8 省エネルギー量の予測

	
	単位
	2008年度
	2009年度
	2010年度
	2011年度
	2012年度
	合計

	
	
	ベースライン
	予測
	ベースライン
	予測
	ベースライン
	予測
	ベースライン
	予測
	ベースライン
	予測
	ベースライン
	予測

	輸入原料炭
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	国産一般炭
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	輸入一般炭
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	輸入無煙炭
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	コークス
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	原油
	kl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ガソリン
	kl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ナフサ
	ｋl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ジェット燃料
	kl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	灯油
	ｋl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	軽油
	ｋl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ａ重油
	ｋl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ｂ重油
	ｋl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ｃ重油
	kl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	潤滑油
	kl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他石油製品
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他重質石油製品
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	オイルコークス
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ＬＰＧ
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	天然ガス
	千㎥/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ＬＮＧ
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	都市ガス
	千㎥/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	購入電力
	kWh/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


省エネ法第一種もしくは第二種管理指定事業場の場合、直近の定期報告書を、本計画書に添付すること。

排出削減事業者名：				印　


排出削減事業共同実施者名：			　	印　


その他関連事業者名：				印　








� 承認排出削減方法論を利用できない排出削減事業については、国内クレジット認証委員会に対して承認排出削減方法論の変更申請または新規方法論の申請を行うことができます。
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Sheet1

				設備 セツビ				（単位:万円） タンイ マンエン

		a		設備投資額 セツビ トウシ ガク				0

		b		補助金額 ホジョ キンガク				0

		c		純投資額 ジュン トウシ ガク				0

				既存設備のランニングコスト キソン セツビ

		d		過去1年間のエネルギーコスト カコ ネンカン				0

		e		過去1年間のランニングコスト カコ ネンカン				0

		f		既存設備のランニングコスト総額 キソン セツビ ソウガク				0

				更新後設備のランニングコスト コウシンゴ セツビ

		g		プロジェクト実施後のエネルギーコスト ジッシゴ				0

		h		プロジェクト実施後のランニングコスト ジッシゴ				0

		i		プロジェクト実施後に発生するコスト ジッシゴ ハッセイ				0

				投資回収年数 トウシ カイシュウ ネンスウ






